
施策名：子どもの貧困対策やひとり親家庭・障がい児へのきめ細かな支援

事業名 担当課・室名

子どもの居場所づくり推進事業 こども・家庭支援課 1 / 2

ひとり親家庭等自立促進対策事業 こども・家庭支援課 1 / 2

母子父子寡婦福祉資金貸付金、貸付対策諸費 こども・家庭支援課 1 / 2

医療的ケア児支援体制構築事業 障害福祉課 2 / 2

障がい児発達支援早期利用促進事業 障害福祉課 2 / 2

発達障がい児地域支援体制整備事業 障害福祉課 2 / 2
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主要な施策の成果（事務事業評価）令和４年度実績【施策コード：Ⅰ－１－（４）】あ

No. 成 果 指 標 達成度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 評価

 ① 6,473 ③ 目標値 80 85 95

 ( H30 ～ ) ② 2,371 ④ 実績値 88 106 －

 [箇所] 達成率 110.0% 124.7% －

 目標値 2

実績値 6

達成率 300.0%

No. 成 果 指 標 達成度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 評価

 ① 7,126 ③ 目標値 18,000 18,000 18,000

 ( H16 ～ ) ② 2,258 ④ 実績値 45,293 30,914 －

 [回] 達成率 251.6% 171.7% －

 目標値 15,000

実績値 15,000

達成率 100.0%

No. 成 果 指 標 達成度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 評価

 ① 48,214 ③ 目標値 85.6 85.6 85.6

 ( S28 ～ ) ② 22,790 ④ 実績値 86.8 90.2 －

 [％] 達成率 101.4% 105.4% －

 目標値 86

実績値 91

達成率 105.8%

子どもの居場所の開
設数

Ａこども・家庭支援課 1,537

　子どもの居場所を確保し、貧困の早期発見
等につなげるため、子ども食堂の新規立ち上
げ等を支援する市町村に対し助成するほか、
朝食の定期的な無料提供に取り組む子ども食
堂等を支援する。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

連絡会議開催回数 事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

1

子どもの居場所づくり推進事業 ①子ども食堂安定化事業
　　クラウドファンディングによる子ども食堂の運営
  支援
②子どもの居場所への支援
　・子どもの居場所と関係機関による連絡会議の開催
　・子ども食堂運営者向け研修会の開催（11回）
　・専任コーディネーターによる新規開設等の運営支援
　・子どもの居場所づくり推進事業費補助金
　　　立ち上げ経費の助成（補助率1/2、４市・６件）
      機能強化に要する経費の助成
　　　　　　　　　　 　（補助率1/2、１市・２件）
③子どもの朝食支援
　　モデル小・中学校での朝食の無料提供の定期的な
　実施（11校）
④物価高騰対策
　　食事提供数に応じて、食材費等の高騰分を補助
　　（21箇所）

2,035

　子どもの居場所が増えたことに加え、関係機関との連携強化
や情報共有に取り組んだことにより、困難な生活環境にある子
どもの支援の体制強化が図られた。
　引き続き市町村等と連携し、子ども食堂をはじめとする民間
活動の拡充支援に努める。

[回]

朝食の無料提供を行
う小中学校数

目標値

(うち国庫支出金)
実績値 16

17,610 12,416
達成率 266.7%(0) (391) [校]

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

2

ひとり親家庭等自立促進対策事業 ①母子家庭等就業・自立支援センター事業
　　就業支援員、自立支援プログラム策定員を配置
　し、無料職業紹介事業（令和４年度末登録者数26
名、
　令和４年度中就職件数19件）や情報提供を実施
　（委託先：（一財）大分県母子寡婦福祉連合会）
②ひとり親家庭支援施策の周知事業
　・ひとり親支援ハンドブックの作成
　・スマートフォン向け広告の作成
③ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業
　・就業のための資格取得を目指すひとり親家庭の親
　に対し入学準備金等の貸付を実施（補助率10/10）
  ・住宅補助の貸付を実施（補助率10/10）
④自立支援給付金事業
　　町村部を対象とした自立支援教育訓練給付金及び
　高等職業訓練促進給付金等の支給（４町村）

1,495

11,516
達成率(0) (8,016)

6予算額 決算額
(うち翌年度繰越額)

大分県ＨＰ｢ひとり親
家庭への支援｣へのア
クセス数 Ａこども・家庭支援課 637

　ひとり親家庭の自立を促進するため、ひと
り親家庭の親等に対し就業支援を行うほか、
資格取得に向けた講座受講料等を支援する。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

ひとり親家庭のハン
ドブックの配布数

決算額
(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)

実績値

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

　就業支援員、自立支援プログラム策定員を配置し、ひとり親
に対して無料職業紹介や情報提供を行うことで、個々の事情に
応じたきめ細かな就職支援を実施することができた。
　引き続き市町村との連携や広報等を積極的に行うことで、母
子家庭等就業・自立支援センターの周知を強化し、ひとり親の
就業率向上を図る。

[冊]

目標値
予算額

14,784

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

3

母子父子寡婦福祉資金貸付金、貸付対策諸費 ①貸付金
　　母子家庭の母及び父子家庭の父、寡婦、父母のな
　い児童に対する貸付の実施

②国庫償還金
　　貸付原資の一部を国に償還

③一般会計繰出金
　　国への償還を行った場合に、貸付原資の一部を一
　般会計に繰出

④貸付対策諸費
　・貸付事務及び償還事務の実施
　・困難債権の民間への委託
　・償還率向上のためのスキルアップ研修の実施

11,636

88,774

現年度償還率

Ａこども・家庭支援課 6,134

　母子家庭等の経済的自立と生活意欲の向上
を図るため、社会的・経済的基盤の弱い母子
及び父子並びに寡婦に対し、生活に必要な資
金やその子の修学に必要な資金等について貸
付を実施する。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

貸付件数 事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

　ひとり親に対して、経済的自立と生活意欲の向上を図るた
め、修学資金や就学支度資金、生活資金等の貸付を実施した。
また、償還について、各市町村の母子・父子自立支援員や県保
健所地域福祉室職員に研修を行い、償還率向上のためのスキル
アップを図った。
　引き続きより多くのひとり親に必要な資金の貸付を行えるよ
う、本制度の周知を強化する。

[件]

目標値
予算額 決算額

達成率(0) (0)

(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)
実績値

93,541

－1－
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主要な施策の成果（事務事業評価）令和４年度実績【施策コード：Ⅰ－１－（４）】あ

No. 成 果 指 標 達成度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 評価

 ① 6,797 ③ 目標値 18 18

 ( R4 ～ R6 ) ② 2,601 ④ 実績値 15 －

 [市町村] 達成率 83.3% －

 目標値 40

実績値 55

達成率 137.5%

　

No. 成 果 指 標 達成度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 評価

 ① 3,144 ③ 目標値 100.0 100.0 100.0

 ( R3 ～ R5 ) ② ④ 実績値 100.0 100.0 －

 [％] 達成率 100.0% 100.0% －

 目標値 18

実績値 18

達成率 100.0%

No. 成 果 指 標 達成度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 評価

 ① 21,788 ③ 目標値 960 960 960

 ( R3 ～ R5 ) ② 3,780 ④ 実績値 780 936 －

 [人] 達成率 81.3% 97.5% －

 目標値 18

実績値 15

達成率 83.3%

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

4

医療的ケア児等支援推進事業 ①医療的ケア児支援センターの設置
  　保護者や支援関係者への相談対応、ホームページおよ
　びリーフレットの作成等
　（委託先：（社福）別府発達医療センター）

②医療的ケア児等の非常用発電装置等の整備
　　電源の給付または購入費の助成をする市町村への補助
　（補助率1/2、計51人、11市町村）
　
③医療的ケア児等の支援者養成及び受入拡充に必要な設備整
　備への助成
　・支援者養成研修（２日間、計63人）
　・コーディネーターフォローアップ研修
　　（１日間、計22人）
　・シャワーベットや移動式リフト等の整備に対する助成
　　（補助率1/2、２件）

1,887 市町村での協議の場
の設置

Ｃ障害福祉課

　医療的ケア児等が地域で適切な支援を受け
られる環境を整えるため、ワンストップで相
談ができる体制を整備するほか、災害時等に
備えた設備整備を支援する。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

相談対応した保護者
の数

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

　医療的ケア児支援センターを新たに開設したほか、支援者の養成
や災害時に備えた非常用電源の整備、支援のあり方の協議等を行う
ことで、医療的ケア児が適切な支援を受けられる環境整備を図っ
た。市町村の協議の場については、都度設置を促し、前年度から１
市増の15市町村となったが、人選の難航等により、目標を下回っ
た。
　今後は、センターのホームページやリーフレットによるセンター
の周知と電源整備に取り組むとともに、医療的ケア児の支援体制整
備を推進する。

[累計：人]

医療的ケア児を支援
するための協議の場
の開催回数

目標値 2予算額 決算額
(うち翌年度繰越額)

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

5

障がい児発達支援早期利用促進事業 ①障がい児発達支援早期利用促進事業
　　未就学児の児童発達支援等の利用に係る保護者負
　担を全額免除する市町村への助成
　・対象施設：児童発達支援事業所、保育所等訪問支
　　　　　　　援事業所　など
　・対象者　：国の制度である児童発達支援等の利用
　　　　　　　料の無償化の対象とならない０歳～２
　　　　　　　歳の児童発達支援事業等利用児童
　・補助率　：1/2（中核市は1/4）

(うち国庫支出金)
実績値 2

17,234 11,857
達成率 100.0%(0)

対象児童が児童発達
支援等を利用した割
合 Ａ障害福祉課

　障がい児への早期支援を促すため、未就学
児の児童発達支援等の利用に係る保護者負担
を全額免除する市町村に対し助成する。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

児童発達支援無償化
実施市町村数

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

(4,467) [回]

　児童発達支援に係る利用者負担を軽減することにより、障が
い児への早期支援を促すことができた。
　引き続き助成事業の実施により障がい児への早期支援を促進
し、児童の運動機能や言語、社会性の発達を図る。

[市町村]

目標値
予算額 決算額

(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)
実績値

4,022 3,144
達成率(0) (0)

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

6

発達障がい児地域支援体制整備事業 ①保護者等相談支援、支援調整を行うコンシェルジュ
　配置
　　保護者や保育所等からの相談対応及び当該児童に
　関する支援先の受入調整を行う子どもの発達支援コ
　ンシェルジュを配置（６名）
②ペアレント・プログラムの実施
　　保護者に対し、発達障がいに関する理解と関わり
　方を学ぶ研修会を実施（15回）
③円滑な就学に向けた健診支援
　　就学までの適切な支援に繋げるため市町村が実施
　する５歳児健診等へ専門医を派遣（35回）
④かかりつけ医等発達障がい対応力向上研修の実施
　　かかりつけ医等を対象に発達障がいの相談や診
　療に応じるための専門的な研修を実施（２回）

2,478

36,202
達成率 66.7%(0) (18,068) [回]

発達相談支援につな
がった児童数

Ｂ障害福祉課 481

　発達障がい児の早期発見・早期支援につな
げるため、保護者などの相談支援や支援先の
受入調整等を行うコンシェルジュを各圏域に
配置するとともに、相談・診療ができる小児
科医などの養成等に取り組む。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

ペアレント・プログ
ラム実施回数

決算額
(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)

実績値

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

　地域の相談支援、受入調整を行う子どもの発達支援コンシェル
ジュ及び医療機関の情報収集、受入調整を行う医療連携コーディ
ネーターを配置し、早期発見・早期支援に向けた地域での支援体制
の充実や医療機関の診察待ちの解消を図ることができた。
　コンシェルジュは、２年目に入り事業の周知も進んだことから、
支援児童数が増加した。令和５年度は大分市に１名追加配置すると
ともに関係機関の連携を強化し、支援児童のさらなる掘り起こしを
図っていく。

[回]

対応力向上研修実施
回数

目標値 3予算額

2
37,011

－2－


